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情報サーチと消費者行動

【　要　旨　】

本稿は、インターネット普及の効果を消費財市場の効率化という観点から論じたもので

ある。ネット上に商品に関する情報が氾濫する一方で、消費者にとってのサーチコスト、

特に時間の機会費用としてのサーチコストは依然大きいのではないか、との問題意識に基

づき独自のアンケート調査を行なっている。その結果、以下のような観察結果が得られた。

１．消費者によるネット利用には時間制約とサーチの限界が存在する

２．商品に対する関与（商品へのこだわり）の高いケースほど長時間のネット検索、及

びその他の情報収集が実行されている

３．商品購入の意思決定においては高関与のケースほどネット情報の重要性が低下する

という逆説的な現象が観察される

これらの観察結果から、①ネットの普及によっても、消費者の間に時間制約やサーチの

限界が存在する限り、消費財市場の効率化効果は限定的である、②これは消費者が非合理

的だからではなく、サーチコスト、特に時間の稀少性への合理的な対応の結果として導か

れる、③市場の効率化という目的からは、IT インフラの整備よりは、むしろ消費者のため

のポータルの整備など使い勝手の改善や、コンシュマーレポートのネットでの公開促進な

ど消費者に役立つ情報のネット化、といった地味ではあっても地道なコンテンツ充実策が

有効――等のインプリケーションが導かれる。
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Ⅰ．はじめに  

　インターネットの影響を論じる視点は立場によって多種多様である。その経済的側面に

限っても、マクロでみた生産性上昇効果から新たなビジネスモデルの可能性まで幅が広い。

こうした中で、本稿が問題とするのはインターネットの“市場効率化効果”という、言わ

ば資源配分の最適性に関する視点である。

　「インターネットの普及は市場の効率性を高める」とやや抽象的に言われることがある

が、その論拠を確認しておこう。インターネットは市場を利用するためのコスト、つまり

取引費用を低下させると考えられている。取引費用には、有効な取引機会などを模索する

ためのサーチコスト（探索費用）をはじめ、市場参加者にルールを遵守させるための見張

りコスト、トラブルの仲裁コストなどが含まれる。インターネットとの関連では、ネット

検索の容易化などを念頭に置き、サーチコストが議論の中心になっていることが多い。そ

して、インターネットの普及が各経済主体のサーチコストを劇的に下げる、つまり市場を

使うためのコストが低下すると考えるのである。このため、組織や長期的な取引関係に依

拠して取引を行なうよりも、市場を利用したほうが有利になり、市場化が進むというロジ

ックである。また、ネット情報の大量流通とサーチコストの低下によって市場参加者間の

情報非対称性も大幅に軽減されると考える。したがって、インターネットの普及がサーチ

コストの低下と情報非対称性の軽減を通じて市場の効率化を促進することになる。

上記の考え方は、ある企業が旧来の系列取引をやめてインターネットによる調達を行な

うようになるケースでは理解しやすい。膨大な取引機会を安価に提供された企業は、少し

でも安い取引機会を見つける誘引に駆られるかもしれない。しかし、消費者が商品を購入

するケースではどうだろうか。確かにネットには商品関連の情報が溢れている。従来であ

れば、交通機関を使っていくつかの店舗を訪れないと得られなかったような情報も満載さ

れている。インターネットの中でこのような情報に行き当たれば、確かにサーチコストが

節約されたことになる。

しかしサーチコストは交通費や通信費だけではない。情報収集には時間が必要だ。検索

エンジンで検索は容易になるかもしれない。しかし、集めた情報はさらに咀嚼、理解、検

討といった情報処理課程を経なければ役立つ情報にならない。そして情報処理にはやはり

時間がかかる。つまり、時間の機会費用がサーチコストの大きな部分を構成しているかも

しれないのであるi。もしそうであれば、ネット接続の際の通信費や接続料が下がっても、

時間のコストが壁となって、サーチコストが劇的に下がっているとは言えないことになる。

また、時間の機会費用は経済学では同じ時間に働いた場合に得られる所得、と考えられ

ることが多い。しかし、気の進まない検索を行なうことで、本来やりたいことを犠牲にす

                                                
 本稿を纏めるにあたって岩村充（早稲田大学）、西村清彦（東京大学）の両教授から貴重なコメントを頂戴

した。また、アンケートの内容、方法に関しては井上崇通（明治大学）、島崎哲彦（東洋大学）の両教授よ
り丁寧なご指導を賜った。これらの諸先生方に感謝したい。ただし、残された誤りは勿論筆者の責任であ
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る機会費用もサーチコストの構成要素になる。このように考えると、組織化されていない

個人が情報の洪水に立ち向かって検索を行なうという状況は、依然として大きなサーチコ

ストを伴うと考えられないだろうか。こうした個人（消費者）の情報取得に対する消極性、

情報に関する個人と組織の相違などの基本認識は「IT革命と時間の稀少性」（岩村他）に説

明されている。

　上記の問題意識に立ち、本稿は①消費者のインターネット利用、②商品購入における情

報サーチと情報利用――についての実態調査を紹介することに焦点を当てている。次節で

サーチのメリットとサーチコストの関連について単純なケースを説明した後、Ⅲ～Ⅴ節で

は独自に行なったアンケート結果を紹介し、Ⅵ節ではこれを踏まえて様々なインプリケー

ションを考察している。

Ⅱ．価格サーチについて

　同一品質で価格だけが異なるような商品群から最も安いものを探し出す状況を考えよう。

例えば次のような状況を想定する。自分が必要としている機能を備えたパソコンが複数の

ブランドで存在し、同一品でも販売店によって価格のばらつきがある。これらのパソコン

から安いものを選ぶが、自分にとって大事なのは機能だけであり、大きさやデザインなど

他の要素は考慮しない。さらに、これらのパソコンの価格分布は平均 20 万円、分散 1 万円

の正規分布であるとするが、自分（価格探索者）にとって、こうした分布情報はわからな

い。以上のような状況下でランダムに価格サーチを行ない、それまでに見つけた価格中の

最低価格よりも安価な商品が見つかった場合に、その差分が限界利得であると考える。

　乱数 N(20,1)の中からランダムに価格を知り、最低価格の推移を辿る実験を考えてみよう。

1 回のサーチで複数個の価格を知ると考えるのが現実的である。販売店に行けば、複数ブラ

ンドについて価格を知ることになるし、ネット検索の場合も同様である。ここでは 1 回の

サーチで 10 種類の価格を知ることとしよう。（図表 1）はそのような数値実験の 1 つの結果

を示している。最初のサーチで 10 種類の価格を得て、その中で最低価格は 18.5 万円であ

った。次のサーチでは 17 万円弱の価格を得ている。しかし 3 回目のサーチではそれまでの

最低価格（17 万円弱）を下回る価格は得られなかったことになる。以下、13回目のサーチ

で 15.5万円を得て、以後 30 回目のサーチまで最低価格は変わっていない。

無論、最低価格の推移は実験ごとに変わる。しかし、期待値でみるとその推移は（図表 2）

のようになだらかなカーブになる。（図表 3）は限界利得、すなわちその回のサーチで得た

最低価格が、それまでの最低価格よりもいくら低くなるかを期待値で表わしたものである。

　（図表 3）に見られるように、限界利得は急速に低下する。検索が 10 回目になると、利

得は数百円のオーダーまで下がる。サーチの回数はサーチの限界利得と限界費用（サーチ

コスト）の交点で求まるので、サーチコストに関する想定が必要になる。G.Stigler が考え

                                                                                                                                              
る。
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たようにサーチコストを時間の機会費用と考え、単に機会所得と考えてみよう。給与所得

（図表 1）最低価格の推移　―― ある 1回の実験結果から ――

（図表 2）最低価格の期待値の推移

（図表 3）限界利得の推移とサーチコストの想定

が時間あたり 3,000円の人が 1 回につき 1 時間のサーチをすれば、（限界的な）サーチコス

トは 3,000円になるii。本来ならサーチの時間が長くなるにつれて、より重要な活動を諦め

0 5 1 0 1 5 2 0 2 5 3 0
1 5 . 5

1 6

1 6 . 5

1 7

1 7 . 5

1 8

1 8 . 5

1 9

万円

検索回数

0 5 1 0 1 5 2 0 2 5 3 0
15.5

1 6

16.5

1 7

17.5

1 8

0 5 10 15 20 25 30
0

0.5

1

1.5

2

2.5

限界利得の期待値

検索回数

検索回数

万円

万円

サーチコストの想定

（3000 円でフラットなケース）



4

なくてはならないと考えられるので、機会費用は逓増しそうだが、ここでは水平と仮定し

ている。この場合、検索回数は 3 回程度が合理的であることがわかる（図表 3）。

　勿論、サーチの限界利得の推移、最適サーチ回数は分布の想定によって変わり、平均が

大きいほど（高価な財ほど）、また価格の分散が大きいほどサーチのメリットは大きくなる。

しかし、サーチによる限界利得が急速に低下することは共通している。また、比較的高価

なパソコンのような商品でも、合理的に行動する消費者が多くてもせいぜい数回程度の価

格サーチしか実行しないというインプリケーションは重要である。

しかし、実際に消費者が商品を選択する状況はもっと複雑である。上記の実験では、品

質や機能に関するサーチはすでに済んでおり、品質については満足のいくものだけがサー

チ対象として残っている、という前提も含んでいる。「同一品質の複数ブランドの商品グル

ープから最低価格の商品を探索する」というのは、非常に純粋な、したがって実際には想

定し得ない状況である。

品質情報に関しても、Akerlofによる逆選択の可能性提示を端緒として研究の系譜がある。

Nelsonは経験財（experience goods）と探索財（inspection goods）に分けた上で、品質情

報のサーチに関する数理的な分析を行なっている。しかし、インターネット情報のサーチ

と消費者の購買行動に関し、市場効率の視点から出発している実証研究は少ない。品質、

機能、価格などすべてが異なる状況で、消費者は一体どれだけ情報収集を行なって、どの

ように意思決定に役立てているのだろうか。また、そもそも日常生活においてメディアの

利用など、情報収集・情報処理はどの程度行なっているのであろうか。次節以降、インタ

ーネットと情報収集、消費行動に焦点を当てながら、独自に行なったアンケート調査の結

果を中心に紹介したい。

Ⅲ．ネット利用における時間の稀少性

　FRIが 2001 年 11 月に行なったアンケートは首都圏在住の 20～49 歳までの男女で自宅

にパソコンを保有している世帯に対して行なったもので、郵送方式によっている。発送数

は 1620人、回答者 1017人で有効回答率は 62.8％であった。

　応答バイアスは考慮すべきであるが、首都圏かつパソコン保有者に限定したため、イン

ターネットの利用率は 78％に達している。ネット利用者のうち、常時接続者（完全固定料

金による利用者）は 43％、残り 57％はダイアルアップ（変動料金）による利用者であった。

また、ネット利用者の利用時間は 1 週間平均で 5 時間強（306 分）だが、常時接続（完全

固定料金）による利用者は約 8 時間半（509分）、ダイアルアップ（変動料金）による利用

者は 3 時間強（186 分）となっており、両者で大きな開きがある。UCLA 通信政策研究所

の調査結果によると、2001 年時点でアメリカ人の 72.3％がインターネットを利用しており、

1 週間の平均利用時間は 9.8 時間となっている。米国の状況と比べて利用時間はやや短いが、

常時接続利用者に関しては、ほぼ米国での利用状況に近づいていると言えそうだ。
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（１）時間制約に関する意識

本稿では Stigler（1961）に従って、サーチコストを主に時間の機会費用と考えている。

それではインターネットの利用に際して、時間の制約はどのように意識されているのだろ

うか。

インターネットを使っていない人に、その最大の理由を聞くと、最も多い回答は「操作

が煩雑でわかりにくい」（19.6％）、次いで「お金がかかり過ぎる」と「時間が惜しい」が同

率（13.8％）となっている。ただ、ナレッジワーカーを自認する非利用者に限ると、「時間

が惜しい」（18.2％）が 1位で 2 位の「お金がかかり過ぎる」（13.6％）を引き離している。

「操作がわかりにくい」との回答は 1 割にも満たなくなる（図表 4）。

（図表 4）インターネットを使わない理由

また、（図表 5）はネット利用者にもっと長時間ネットを利用する条件を尋ねた結果であ

る。ダイアルアップでの利用者は 6 割以上が「利用料金が下がる」を 1 位に挙げたが、常

時接続利用者は 4 割が「自由時間が増える」と答え、時間が最大の理由となっている。こ

のようにいったん料金の壁をクリアすると、次は時間の壁に突き当たる様子がうかがえる。

（図表 5）ネット利用者がもっと使うための条件
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　この意味で、インターネットにおけるサーチコストは利用の前提となる知識などを除く

と、経済的なコスト、時間的なコストの双方が意識されていることがわかるiii。常時接続が

一般化しても、時間の制約がある限り無条件に情報収集が増えるわけでない、という至極

当然の結論が導かれる。

（２）ネット情報サーチの限界

　NHK が毎年行なっている「国民生活時間調査」によると、最近 20 年ぐらいにわたって

各種メディアの合計利用時間は概ね職業プロファイルごとに一定していることがわかる。

情報ソースの多様化や情報量の増加にもかかわらず、人々の情報取得（メディア利用時間）

が増えていない事実を岩村他（2000）では「時間の稀少性」という言葉で表現している。

ただ、NHK調査はインターネットをメディアと見なしておらず、趣味・娯楽・教養に含

めてしまっている。このため、インターネットの利用を含めて“メディア利用時間一定の

法則”が成り立つか否かは判然としない。インターネットが真に情報通信革命であるとす

れば、テレビ、新聞など他のメディアを侵食するだけでなく、他の生活時間にまで食い込

んでいる可能性もある。

今回のアンケートでは「インターネットの利用時間をどのようにして捻出しているか」、

またそれぞれ「どのぐらいの時間を削っているのか」尋ねている。その結果、「テレビ・ラ

ジオの視聴時間を減らした」と回答した人が半分弱で、削減時間も 85 分に上った。テレビ

などの“ながら視聴”の増加を含めると、ネット利用時間の半分以上はテレビ・ラジオか

らのシフトであることがわかる。つまり、インターネットの利用とテレビ視聴は強い代替

関係にあることが明らかだが、一方で「睡眠を削っている」という回答も多い。このよう

に“メディア利用時間一定の法則”はインターネットを含めると成立せず、この意味では

インターネットの日常生活への浸透は革新的と言えるのかもしれない。

（図表 6）インターネットの利用を始めて変化した時間

選択者比率 平均削減時間（分）
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１． テレビ・ラジオ視聴時間を減らした 47.5％ 85 分

２． 睡眠時間を減らした 44.5％ 77 分

３． テレビ・ラジオの“ながら視聴”を増やした 34.0％ 74 分

４． 新聞・本・雑誌を読む時間を減らした 17.2％ 23 分

４．　趣味、娯楽（メディア以外）を減らした 17.2％ 23 分

６．　家族や友人との会話を減らした 11.5％ 12 分

７・　その他の時間を減らした（仕事、食事など） 12 分

合　計 306 分

　ただ、インターネットが消費者にとって「サーチコストを劇的に引き下げたのか」その

結果として「生産者との情報非対称性は解消に向かいつつあるのか」、といった意味で真に

革新的か、と言えばそれには疑問符がつく。このことを以下で説明しよう。

容易に想像されるように、睡眠を削っているようなネットユーザーはヘビーユーザーで

ある（図表 7）。また（図表 8）が示すように、1 週間に 3 時間以上ネットを利用するユーザ

ーは睡眠時間を平均で 2 時間以上も減らしている。年齢別にみると、30 代後半までは睡眠

時間の削減幅が大きくなるが、40 代になると睡眠時間を削減しないネットユーザーが増え

る傾向にある（図表 9）。

（図表 7）睡眠を削るネットユーザーはヘビーユーザー

（図表 8）ネット利用時間が長いと睡眠削減時間も多い
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（図表 9） 40歳を過ぎると睡眠を削るのは少数派に

　では、睡眠を削って何をしているのだろうか。アンケートでは職場で仕事上インターネ

ットを使う時間は除外しており、その上で利用目的を娯楽、勉強、検索に分けている。勿

論、これらのカテゴリーは排他的に峻別（類別）されるものではなく、同時的なケースも

あれば、行為者にとってすら曖昧なケースもあろう。このため、アンケートではネットの

利用目的について、利用者の主観的な構成比を尋ねている。情報の利用目的に関しては、

情報の定義同様、明確なコンセンサスがあるわけではない。しかし本稿では次のように解

釈することにしたい。

娯楽は教養・娯楽目的で情報財としての効用享受、勉強は人的資本への投資（将来の期

待所得向上）、検索は行為の選択肢を増やす、もしくは各選択肢におけるリスク軽減（もし

くはリスク特定化）と解釈することができる。そして、市場効率化、情報の非対称性の文

脈では、検索目的での利用に焦点を当て、その多寡を知らなくてはならない。価格サーチ、

品質情報サーチ、商品購買機会のサーチ、新製品・新サービスのサーチなどを検索目的の
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利用とみなすことができるiv。

（図表 10）が示すように、睡眠削減時間とネット利用目的の関係をみると、睡眠削減時

間が増えるにしたがって、娯楽と勉強の割合が上昇し、一方で検索の割合が低下している。

年齢別に見ると、20 代では娯楽の増え方が顕著であり、30代では勉強の増え方が著しい（図

表 11）。なお、40 代になると睡眠を削ること自体がそれ以下の年代に比べて顕著に少なく

なるが、検索の割合が減ることは共通している。この議論で、睡眠削減時間をネット利用

時間に置き換えても同じである。ネット利用が増えれば増えるほど、その利用目的は娯楽

や勉強に傾斜していくのである。

（図表 10） 睡眠削減の多寡とネット利用目的＞
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（注）　これらの違いは統計的にも有意

（図表 11）睡眠を削るネットユーザーの目的：20 代は娯楽、30 代は勉強

以上の結果は、インターネットが市場効率化に果たす役割が限定的であることを示して

いる。インターネットの利用が娯楽や勉強に傾斜していくことは、そのこと自体何ら問題

視すべきことではない。ただ、消費財市場における情報取得と市場効率の視点からは問題

である。つまり、市場効率化、情報非対称性の解消は情報サーチとその利用によって初め

て進むが、ネット情報はこの観点からはまだ十分に利用されているとは言えない。ブロー

ドバンドが普及しても時間の制約がネット利用の壁となるし、利用時間がたとえ増えても、

その目的はサーチ（検索）から離れていくのである。

このことは、広い意味でのサーチコストが高いと解釈できる。通信費など金銭的なコス

トが下がっても、やりたくないことをする、あるいは他の面白いことを諦める心理的なコ

スト、時間コストが大きいという状況は変わりそうにない。

Ⅳ．商品購入とネット情報 ―― 関与を評価軸として ――

　前節ではネット利用における時間制約とサーチの限界について述べた。この節では 9 種

類の商品に関して、購買時の情報収集についてその実態を紹介しよう。まず、商品の分類

と分類基準について考察し、次に商品特性に応じた情報収集、ネット検索の実情がどのよ

うになっているか、といった順序で議論する。

（１） 商品分類と仮説 ―― アサエルの分類から ――
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まず、アンケート設計に際して参考とした H.Assaelの消費行動分類について概観し、そ

れに基づく仮説を紹介しよう。Assael は消費行動を関与（商品へのこだわり）の高低、ブ

ランド間、商品間の知覚差異の大小、という 2 つの軸によって 4 つに分類したv。すなわち、

高関与かつ大知覚差異を情報処理型、高関与かつ小知覚差異を不協和解消型、低関与かつ

大知覚差異をバラエティー・シーキング型、低関与かつ小知覚差異を慣性型と命名した。

インターネットの消費関連情報がどの程度利用されるのか、ということに関して Assael

の分類に則して考えるなら、次のような仮説が成り立ちそうである。すなわち、高関与の

ケースでないと検索意欲は湧かない。また、知覚差異が大きければ、ブランド間、商品間

の差異を認識していることになる。すなわち、品質や機能に関する情報処理は済んでいる

ことになり、検索したネット情報よりも自らの経験や知識に基づいて行動する。つまり、

“知覚している差異”を拠りどころとして行動するであろう。したがって、ネット情報の

利用価値が高いのは、高関与・小知覚差異のケース（Assaelの分類では不協和解消型消費）

ではなかろうか。

不協和解消型とは、L.Festingerによる認知的不協和の考え方から名づけられている。つ

まり、人は自分のとった行為が合理的であったと解釈したい欲求を持っており、自身の行

為の非合理性を認めざるを得ないとき、認知的不協和（cognitive dissonance）が生じると

言う。この不協和を避けるために、既に取ってしまった行為は変えることができないので、

確定した行為に対して認知を適合させようとする傾向を持つとも言われる。例えば自分が

選択した商品の長所を強調する情報を集めたり、逆に短所については故意に耳に入れなか

ったりすることが各種の実験で確認されている。Assael は高関与かつ小知覚差異のケース

においてこの特徴が鮮明になると考えた。

しかしアンケートで調べた 9 品目について言えば、（図表 12）が示すように、高関与イコ

ール大知覚差異（分譲住宅、自動車、パソコン、海外旅行、ファンデーション）、低関与イ

コール小知覚差異（ビール、マイライン登録、選択用洗剤、ネクタイ）であり、Assael の

分類する不協和解消型消費は存在しなかった。

（図表 12）関与と知覚差異は正の相関関係
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（注）関与は 5段階、知覚差異は 3段階のリッカートスケールを 0～100 の
　　　スケールに換算した。それぞれ商品ごとの標本平均を示している。

　正確に言えば、Assael の関与、知覚差異といった概念は商品特性の分類ではない。個々

の消費者が特定商品に対して示す態度や認知を示すものである。つまり、同じ商品に対し

ても消費者によって態度や認知が異なって当然である。（図表 12）は各商品を調査対象者の

平均でみたもので、平均的に関与が高い商品、平均的に知覚差異の小さい商品、といった

表現が適切である。

これに対して（図表 13）はパソコンについて、知覚差異の分布を関与別にみたものであ

るvi。この図からも両者の強い相関が読み取れる。つまり同一商品内でも関与と知覚差異は

独立した評価軸ではない。他の 8 商品に関しても、これほど関係が明確でない商品もある

ものの、概ね同様の傾向が観察される。したがって、今後の評価軸は関与とし、ネット検

索の多寡などを関与の高低別にみていくことにする。

（図表 13）同一商品内でも関与と知覚差異は密接に関連：パソコンの例
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　9 種類の商品について購買における情報収集という観点からみてみよう。ここでの結論は、

「高関与のケースほど情報収集は盛んであり、ネット検索時間も長くなる」というもので

ある。商品購入時間の全体を、①情報収集のための時間、②検討して判断するための時間、

③手続き、移動等のための時間――と分けると（図表 14）のようになる。分譲住宅、自動

車といった高額商品、したがって平均的に高関与の商品購入時間（①～③の合計）が突出

しており、パソコン、海外旅行が続いている。情報収集時間も平均的に関与が高いほど長

時間に及ぶ様子がわかる。「①情報収集のための時間」が長いと「②検討して判断するため

の時間」も長くなる傾向も読み取れる。平均的に低関与の商品は購入時間が短く、情報収

関与（この商品へのこだわり）
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集もほとんど行なわれていないvii。全体としての時間制約があるとすれば、高関与商品の情

報収集が増えるほど低関与商品はますます情報収集を省く傾向になっている可能性もある。

（図表 14）各商品の商品購入時間とその内訳

インターネットを使った情報検索（以下、ネット検索という）についても、平均的に高

関与の商品ほど盛んであることが示される。（図表 15）は常時接続のネット利用者が商品購

入の際に行なう平均ネット検索時間と関与の関連を示したものである。ネット検索時間は、

平均的に高関与な分譲住宅で 6 時間、自動車で 5 時間、パソコンで 5 時間弱、海外旅行で 3

時間弱となった。平均的に低関与なビール、洗濯用洗剤、ネクタイなどでは平均検索時間

は 10 分に満たない。
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同一商品の中でも同様であって、その商品への関与が高い人ほどネット検索時間も長い

ことが示された（図表 16）。パソコンのように平均的に高関与な商品だけでなく、ビールの

ような商品でも関与の高い人は、それなりに検索を実行していることがわかる。

ただ、ネット検索した情報について、関与が高い人ほど実際に利用しているか、と言え

ばそれは別問題である。次節では購買意思決定に関するネット情報のウェイト、という観

点からこの状況をみる。

（図表 15）関与とネット検索時間

（図表 16）同一商品内の状況
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（注）住宅、海外旅行、ネクタイではきれいな関係は見られない。その他 6品目では

関係が比較的明瞭である。

Ⅴ．購入意思決定とネット情報

アンケート結果によると、商品購入に関連してインターネットから得られる情報は、平

均的に高関与な商品において、また同じ商品の中でもその商品への関与が高い人ほど長時

間検索していることがわかった。しかし、高関与のケースにおいて、ネットの商品関連情

報が意思決定に際して重要な位置を占めているとはいえないのが現状である。この様子を

探ってみよう。

（１） 商品ごとの状況　―― 平均値から ――

はじめに商品ごとの状況を平均値で見てみよう。平均的に低関与の商品では先に見たよ

うに、ネット検索はほとんど行なわれない。したがって、ネット情報は持っていないため、

意思決定において重視されることはあり得ないviii。

では、平均的に高関与の商品ではどうであろうか。（図表 17）はパソコンの購入において

意思決定の決め手となる要因を示している。複数回答では、「店頭での感触」、「店頭におけ

る価格比較」、「店員の説明」、「購入を考える前に得た口コミなどの情報」という順序で、

６～７割の購入者がこれらの要因を重視している。ネット情報を重視する購入者は機能、

価格ともに３～４割にとどまっている。

また、最大の要因になると「店頭での感触」、「過去の自分自身の経験」、「店頭における

価格比較」、「取り寄せたカタログ、パンフレット」を挙げる人が多く、ネット情報を挙げ

る人はほとんどいない。自動車、分譲住宅といった平均的に高関与である他の商品も同様
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要因中 3 位に入っている。また、最大の要因に挙げる人も散見される。

（図表 17）意思検定の決め手になった要因：パソコンの例

（２） 同一商品内の状況

購買意思決定の要因についてもう少し詳しく観察するために、アンケートで尋ねた 13 の

要因につき、探索特性に基づいて（図表 18）のような分類を行なった。すなわち、内部探

索（経験、購入を考慮する以前から持っていた知識で経験以外のもの）、能動的外部探索（店

頭での感触、店頭での価格比較、購入を考えてから知人などに尋ねた情報）、中間的外部探

索（パンフレットなど、店頭での店員の説明、DMや折込チラシ）、受動的外部探索（売れ

筋かどうか、著名人が使っているかどうか、テレビや新聞等での広告）、及びネット情報（ネ

ットで検索した価格情報、ネットによる品質や機能に関する情報）とする 5 分類である。

ネット情報は能動的外部探索の対象となるはずだが、一方で近似的実体験の訴求、ある

いは実地検分として行なわれる店頭での感触確認などとは性格が異なろう。ヴァーチャル

なネット体験がリアルな実体験に近づくことによって、どの程度実体験の領域に食い込め

るのか、それは高関与ケース、低関与ケースでどの程度違うのか、といった点は興味深い。

アンケートで、最大の決定要因として挙げられた項目が上記のどのカテゴリーに多く分

布しているかを商品ごとに調べてみると、ネット情報は全般にウェイトが低く、苦戦して

いる様子がうかがえる。平均的に高関与の商品では経験や能動的外部探索といった実体験

的な部分が大きい。しかも、同一商品内でも高関与の人ほどこの傾向が強いことがわかる。

これとは裏腹に、ネット情報は高関与の人ほど意思決定においては、相対的にみると重視

していない。現時点では、ヴァーチャル体験は実体験を侵食するには至っておらず、両者

の差は高関与ケースほど顕著に認識される、と言ってよいだろう。前節では、高関与ケー

スほどネット検索が盛んである事実を見出したが、ここではその情報が選択時点で相対的

0 10 20 30 40 50 60 70 80

店頭での感触

店頭で商品間の値段を比較

店頭で店員の説明

知識見聞（購入考慮以前）

取り寄せたカタログ・パンフレット

過去の自分自身の経験

ネットの情報（機能・品質）

売れ筋かどうか

ネットの情報（価格）

系列
1
系列
2 （％）

複数回答

1位として回答
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にウェイトが下がる、という一種のパラドックスを確認した。

しかし、やはり海外旅行パッケージは例外である。ネット情報は大きいとは言えないま

でも無視し得ない領域を占めており、また、高関与ケースほど割合が大きくなっているこ

とは、「高関与→長時間ネット検索→意思決定でネット情報の重視」という連鎖が生じてい

る可能性がある。この理由は、サービスにおいては能動的な外部探索が近似的な実地検分

に必ずしもつながらないため、ネット情報がこの部分を代替しやすくなっている面もある

かもしれないix。例えば、旅行代理店の店頭を訪れることは、旅行自体の体験とは程遠く、

分譲住宅のモデルルームを訪ねたり、自動車ディーラーで試乗をすることとは基本的に性

格が異なる、という事情がありそうだ。（図表 19）は平均的に高関与な分譲住宅と海外旅行

（図表 18）決定要因の分類

・ 自身の使用経験

・ 購入考慮以前からの知識・見聞                                              内部探索                      
・ 購入考慮後に知人などに尋ねた情報

・ 店頭での感触　　　　　　　　　　　　　 能動的外部探索

・ 店頭での価格比較                                                                                                             
・ 取り寄せたパンフレット・カタログ

・ 店頭での店員の説明　　　　　　　　　　 中間的外部探索

・ 販売店からの DM・折込チラシ                                                                                     
・ 広告（テレビ・新聞など）

・ 売れ筋かどうか　　　　　　　　　　　　 受動的外部探索

・ 著名人が使っているかどうか                                                                                         
・ ネットで収集した価格情報

・ ネットで収集した品質・機能の情報                                      ネット情報                  

・ 何となく（特に理由はない）

（図表 19）意思決定におけるウェート：住宅と海外旅行パッケージの場合
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パッケージのケースだが、パソコン、自動車は両者のほぼ中間的な状況になっているx。平

均的に低関与の商品ではネット情報の領域はさらに小さくなり、意思決定においてネット

情報が入り込む余地はほとんどなさそうである。

（３） ネット情報が高関与でも決め手にならない理由

海外旅行パッケージなどサービスを除くと、ネット検索が盛んな高関与ケースにおいて、

逆に意思決定での重要性が下がってしまう、といったことがなぜ起こるのか。原因を特定

するには新たな調査が必要だが、仮説として次のように言えるのではなかろうか。

同一商品内では高関与の人ほど「自身の経験」や「店頭での感触」など体験的な（ある

いは実地検分的な）要因を重視していることがアンケートからわかっている。したがって、

関与が高いケースではネット情報もよく検索するものの、あくまで確認目的や調べたこと

で安心する、といった補完的な意味にとどまっている可能性がある。

（図表 20）は「ネットの価格情報」を意思決定の際に重視するか否かは、「店頭での価格

比較」を重視するか否かに大きく依存する様子を示している。つまり、ネットの価格情報

を重視する人は店頭での価格比較も重視し、重視しない人は両者ともに重視しない傾向が

見て取れるxi。言い換えると、ネット情報は他の探索を代替するものではなく、補完的に利

用されていることになる。ここではパソコンと自動車の例を挙げているが、9 商品すべてに

ついて概ねこの傾向が観察された。また、ネット情報は価格情報、品質情報とも、経験や

店頭での感触など他の実体験的情報とも補完的な関係にあることも確認できる。

（図表 20）ネット情報は他媒体と補完的な関係：他の情報取得ソースを代替していない

例：パソコン（ネットによる価格情報＊自身の経験）　該当＝商品選択に影響を与えた

購 入 決 定 要 因 （ 店 頭 で の価格 比較 ）
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例：自動車：（ネットによる価格情報＊店頭での価格比較）

購 入 決 定 要 因 （ 店 頭 で の価格 比較 ）

該 当非 該 当

ﾊ
ﾟｰ
ｾ
ﾝ
ﾄ

70

60

50

40

30

20

10

0

購 入 決 定 要 因 （ネ ッ ト

非 該 当

該 当

ネット情報が補完的な意味にとどまっていることは別のデータからも推測できる。先の

13 要因のうち複数回答で重視したか否かを○×で回答してもらったところ、高関与の人ほ

ど選択した要因数が多い、という現象がほとんどの商品で観察されている。（図表 21）はパ

ソコンについて示したものであり、高関与の人は多面的な情報収集を行ない、多角的に判

断している様子がわかる。この一環としてネット情報も利用されるが、意思決定に際して

はウェートが相対的に小さくなることは容易に頷けるであろう。

（図表 21）関与が高い消費者ほど多面的に評価する：13項目中、重視する項目数
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関与（この商品へのこだわりが）

まったく強くない

あまり強くない

平均的（他の商品と同

まあ強い

とても強い

問22
の
○
の
個
数
（
除
く
な
ん
と
な
く
）
の
平
均
値

6.5

6.0

5.5

5.0

4.5

4.0

（４） ネット情報の信頼性

ネット情報は信頼性が劣るので意思決定の際にあまり利用されない、という指摘もある。

しかし、（図表 22）が示すように、他のメディア等に比べて信頼性が劣るという証拠は見つ

 購 入 決 定 要因 （ネ ッ トの 価 格情 報） 

他の商品と同程度
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からなかった。特に、常時接続者はそれ以外の利用者や未利用者に比べて、ネットの信頼

性を高く評価する傾向にある。ネット情報を信頼する人が常時接続利用者になる、という

逆の関係も考えられるが、未利用者が利用しない理由はお金や時間のコスト、操作のわか

りにくさが中心であることを考えると、この可能性は低い。たくさん利用することで安心

感が醸成されてきている、というのが実態ではなかろうか。

（図表 23）は関与の高低で購入者を分けた場合xii、「ネットの商品関連情報は信頼できな

い」と考える割合と、関与の高低による差の有意確率を示したものである。全般にどの商

品についても「ネット情報を信頼しない」と答える割合は少数派である。高関与の消費者

は少し疑い深いように見える商品が多いが、ファンデーションを除いてその差は統計的に

有意でない。住宅、マイライン、ビールは低関与の消費者のほうが疑い深いように見える

が、こちらも有意でない。

（図表23）ネット情報一般に対する信頼性

（図表22）「ネット情報は信頼できない」と回答した比率
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Ⅵ．結び　―― 政策的インプリケーションなど ――

　アンケート結果から観察されたこと、推論されたことを振り返ってみよう。Ⅲ節では、

ネット利用における時間制約とサーチの限界を示唆した。Ⅳ節では、関与の高いケースほ

ど長時間かけてネット検索及びその他の情報収集を実施する様子を確認した。Ⅴ節では、

意思決定においては高関与のケースほどネット情報のウェートが下がってしまうという逆

説を指摘した。

　では、これらの観察結果から導かれるインプリケーションはどのようなものだろうか。

まず、ネットの普及によっても、消費者の間に時間制約やサーチの限界が存在する限り、

消費財市場の効率化効果は限定的にならざるを得ない、という点である。これは消費者が

非合理的だからではなく、サーチコスト、特に時間の稀少性への合理的な対応の結果とし

て導かれる結論である。ブロードバンドの普及を国家戦略にといった主張もあるが、娯楽

や教育インフラの整備ということであれば何がしかの効果も期待できようが、市場効率と

いう観点からみると、効果には疑問符がつく。

市場の効率化という目的からは、IT インフラの整備よりむしろ、消費者のためのポータ

ルの整備など使い勝手の改善や、コンシュマーレポートのネットでの公開促進など消費者

に役立つ情報のネット化など、地味ではあっても地道なコンテンツの充実策が有効と考え

られる。また、インフォミディアリーと呼ばれる情報仲介組織ができれば、消費者の検索

効率の向上や時間節約に直結するであろう。ただ、これには消費者が個人情報を惜しまず

提供するような絶対的な信頼と巨額な初期投資を可能とする巨大資本が必要であり、その

実現はなかなか難しいかもしれない。

                                                

i ノーベル経済学賞を受賞した G.Stiglerはサーチコストを主に時間の機会費用と考えて分析を行った
（Stigler（1961）による）。

ii 西村清彦氏は西村（2002）の中で、平均的な時間コストを交通費なども含めて 4,300円と試算している。
iii インターネットの利用目的はサーチだけでなく、娯楽など多岐にわたるので、ネット利用を制約する要
因をすべてサーチコストと解釈するには無理がある。しかし、サーチコストが利用制約要因の一部を構
成していることは確実である。ネットの利用目的に関する考察は後述する。

iv 本文中で述べているように、情報の分類や定義は多種多様である。例えば、J.Hirshleiferは 1973年の
古典的な論文（Hirshleifer（1973））において、”Information, for our purposes, consists of events tending
to change subjective probability distributions” と述べている。この定義は本稿の“検索”目的の情報
に近いが、さらに狭い定義づけと言えるであろう。

v Assael（1981）による。
vi 関与の分布を知覚差異別に見ても同じことが言える。
vii アンケートでは、購入予定がまったくない人を除いた上で、実際に購入した人と将来購入予定の人に分
けて質問している。ただ、結果的に両者の差異が小さいため、（図表 14）は両者をあわせた集計値であ
る。（図表 15）も同様。

viii このことは（図表 17）のような図を平均的に低関与な商品について描くことで確認することができる。
ix よく見ると、ネット情報が代替しているのは中間的・受動的外部探索である。経験はむしろ高関与ケー
スで領域が拡大しているし、能動的探索部分も小さくなっていない。

x 高関与は 5段階のうち、「とても強い」、「まあ強い」、低関与は「平均的」、「あまり強くない」、「まった
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く強くない」をそれぞれまとめたもの。

xi 両カテゴリーが独立である、とする帰無仮説が有意水準 5％で棄却される。よってネットによる価格情
報を重視するか否かは、店頭の価格比較を重視するか否かに依存していることがわかる。

xii 9商品のうち、平均的に高関与なパソコン、自動車、分譲住宅、海外旅行については（図表 19）同様、「と
ても強い」、「まあ強い」を高関与とした。残りの平均的に低関与の 5商品は「とても強い」、「まあ強い」、
「平均的」を高関与とした。いずれも残りを低関与に分類している。これによって高関与、低関与に二

分したとき、各カテゴリーに含まれるサンプル数に大きな隔たりが生じるのを回避している。
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－III－

問１１ インターネット経由で得られる商品購入、趣味・レジャー情報などはテレビや人づてに聞いた情報に比べ

て信頼性が劣るとお考えですか。（○は１つ）

 1  著しく劣る

 2  やや劣る

 3  変わらない

 4  やや優る

 5  大いに優る

 6  わからない

問１２ 仕事以外の情報を入手するためにインターネットを利用すると、情報収集のための時間はインターネット

利用前と比べて短縮した（短縮する）とお考えですか。（○は１つ）

 1  大いに短縮する

 2  やや短縮する

 3  変わらない

 4  やや増加する（時間を多く費やすようになる）

 5  大いに増加する（時間を多く費やすようになる）

 6  わからない

問１３ 前の問１０～問１２などの結果として、インターネットの利用によって、情報収集の効率は向上した（向

上する）とお考えですか。（○は１つ）

 1  大幅に向上する

 2  やや向上する

 3  変わらない

 4  やや低下する（無駄が多くなる）

 5  大幅に低下する（無駄が多くなる）

 6  わからない

問１４ 買物のために買い回ったり、購入手続きのために費やしたりする時間は、インターネットの利用によって、

短縮した（短縮する）とお考えですか。（○は１つ）

 1  大いに短縮する

 2  やや短縮する

 3  変わらない

 4  やや増加する（時間を多く費やすようになる）

 5  大いに増加する（時間を多く費やすようになる）

 6  わからない

問１５ どの商品・ブランドを買うかについて検討・判断するための時間は、インターネットの利用によって短縮

した（短縮する）とお考えですか。（○は１つ）

 1  大いに短縮する

 2  やや短縮する

 3  変わらない

 4  やや増加する（時間を多く費やすようになる）

 5  大いに増加する（時間を多く費やすようになる）

 6  わからない

問１６ いろいろな手段で情報を入手したり、他人の知らない情報を知っていたりすることに喜びを感じますか。

（○は１つ）

 1  大いに感じる

 2  やや感じる

 3  なんとも言えない

 4  あまり感じまい

 5  まったく感じない

問１７ 他人に情報を教えてあげたり、社会に向けて情報発信をしたりすることに喜びを感じますか。

(○は１つ)

 1  大いに感じる

 2  やや感じる

 3  なんとも言えない

 4  あまり感じまい

 5  まったく感じない



－IV－

◆ 商品・サービスの購入についてお伺いします
ここからは、ａ～ｉの商品種類ごとに、お答えください

問１８ あなたは最近３年以内に、あなたご自身が（またはご家族が）利用する目的で、以下のａ～ｉの商品・

サービスを、購入しましたか。仕事上で購入、社費などで購入、プレゼント目的で購入したものは除い

てお考えください。以下の質問もすべて同様です。（○は各々１つ）

問１９～問３０は、問１８で「①購入した」ものついてはその経験に基づいて、「②購入していないが、将来は購入

するかもしれない」ものについては今後購入するケースを想定して、お答えください。

「③将来も購入することはない」に○のついた商品・サービスについては、９ページの問３１までお進みください。

問１９ それぞれの商品・サービスの購入前に、インターネットによる情報収集を行いましたか（行いますか）。

（○は各々１つ）

問２０ 購入前に、インターネットで何時間くらい情報収集を行いましたか（行いますか）。

（各々数字記入）

問２１ では、実際に購入する際に、インターネットで注文（オーダー）しましたか（しますか）。

（○は各々１つ）
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②購入していないが、将来は購入するかも

   しれない

③将来も購入することはない
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問
１
９

購入前インターネットでの情報収集を、

①する

②しない

③するかしないか、一概に言えない
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問
２
０

購入前に、インターネットでの情報収集を、

（  ）時間（  ）分くらい、する

問２で②しない とお答えの商品・サービスについ

ては空欄でけっこうです
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分

時間

分

時間

分

時間

分

時間

分

時間

分

時間

分

時間

分

時間

分

問
２
１

実際に、インターネットで注文を、

①する

②しない

③するかしないか、一概に言えない
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－V－

問２２ 購入した（購入する）際に、商品の選択に影響を与えた（与える）ものは何ですか。それぞれの商品に

ついて、①～⑭の中から、当てはまるものをすべて選んでください。（○は各々いくつでも）

付問１ 上の問２２で○がついた項目について、より重要な順に 1 位から３位までを、問２２の①～⑭でご記入

ください。１位のみまたは２位までのご回答でもけっこうです。（問２２の①～⑭を記入）

付問２ この商品の選択にあたって、ご家族の好みが反映しましたか（反映しますか）。（○は各々１つ）
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問
２
２

商品の選択に影響を与えたのは、

①過去に同様の商品を使用した自分の

  経験

②購入を考える前に、知人等からきいて

  いた知識・見聞

③購入を考えてから知人等に尋ねた情報

④店頭での店員の説明

⑤店頭で実物を見たり触れたりした際の

  感触

⑥店頭で商品間の値段を比較して

⑦売れ筋かどうか／多くの人が利用して

  いるかどうか

⑧著名人が使っているかどうか

⑨販売店からのＤＭや折り込みチラシ

⑩取り寄せたパンフレット・カタログ

⑪広告（テレビ、新聞など）

⑫インターネットで収集した価格情報

⑬インターネットで収集した機能・品質や

仕様に関する情報

⑭何となく（特に理由はない）
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選択に影響を与えたもの １位

           〃          ２位

付
問
１

           〃          ３位

付
問
２

家族の好みが、

①強く反映した（反映する）

②やや反映した（反映する）

③全く反映しなかった（反映しない）
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－VI－

問２３ この商品を購入するために、（購入１回当り）延べ何時間ぐらい使いますか。情報収集、検討して判

断するための時間、店舗への往復や購入手続きに要した時間、すべての合計時間をお知らせください。

（各々数字記入）

問２４ 上の問２３でお答えいただいた合計時間を、①情報収集のための時間、②検討して判断するための時間、

③店舗への往復や購入手続きに要した時間、の３つに分割すると、それぞれどのくらいの割合になりま

すか。おおよその感覚的なお答えでけっこうです。

（合計１００になるように％で、各々数字記入）

問２５ インターネットを使うと、問２４の①～③の時間は短縮しますか（長くなりますか）。

（○は各々１つ）
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問
２
３

商品の購入に

（  ）時間（  ）分くらい、使う 時間

分

時間

分

時間

分

時間

分

時間

分

時間

分

時間

分

時間

分

時間

分

①情報収集のための時間    %    %    %    %    %    %    %    %    %

②検討して判断するための時間    %    %    %    %    %    %    %    %    %

③店舗への往復や購入手続きに要する時間    %    %    %    %    %    %    %    %    %

問
２
４

合計（100 になるように、％で記入） 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100%

インターネット利用は「①情報収集時間」を、

①短縮する

②変えない

③長くする
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インターネット利用は「②検討・判断のため

の時間」を、

①短縮する

②変えない

③長くする
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問
２
５

インターネット利用は「③店舗への往復や

購入手続きに要する時間」を、

①短縮する

②変えない

③長くする
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